
ＰＦＩ事業の実施状況①（地域別）

※黒字は各都道府県内の累計件数。
※（ ）内は各都道府県内の令和元年度の実施件数 27(2)
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○PFI事業の実施件数は、令和元年度７７件、累計８１８件となっている。
〇一方、令和元年度の実施件数を地域別に見ると、

・５件以上 ３県
・２件～４件 １３道府県
・１件以下 ３１都府県

〇地方公共団体、地域企業、地域金融機関等がPFI事業のノウハウを蓄積し、継続的に取り組んでいく
上では、各都道府県で複数の事業件数が必要

都道府県別実施方針公表件数（令和元年度末現在）

凡例：令和元年度の実施件数

５件以上・・・３県

２～４件・・・13道府県

１件以下・・・31都府県

参考資料９
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ＰＦＩ事業の実施状況②（地方公共団体規模別）

市区町村（人口20万人以上）

55.9％（62/111団体）
都道府県

74.5％（35/47団体）
政令市

95.0％（19/20団体）
市区町村（人口20万人未満）

12.3％（198/1,610団体）

都道府県 ：約75％の団体が実施
約半数の団体が複数の事業を実施

政令市 ：１団体を除く全ての団体が実施
市区町村（人口20万人以上）：半数以上の団体が実施
市区町村（人口20万人未満）：実施経験ありは約1割

10件以上, 4団体

5～9件, 5団体

3～4件, 7団体

2件, 7団体
1件, 12団体

0件, 12団体

74.5％

10件以上, 4団体

5～9件, 8団体

3～4件, 4団体

2件, 1団体

1件, 2団体

0件, 1団体
95.0％ 5～9件, 6団体

3～4件, 13団体

2件, 10団体

1件, 33団体

0件, 49団体

55.9％

5～9件, 2団体
3～4件, 19団体

2件, 25団体

1件, 152団体

0件, 1,412団体

12.3％

＜PFI事業の実施経験のない団体＞
〇都道府県（12団体）：

秋田, 福島, 群馬, 富山, 長野, 岐阜,
三重, 高知, 福岡, 佐賀, 長崎, 鹿児島

〇政令市（1団体）： 相模原

（令和元年度末現在）PFI事業を実施したことのある団体の割合

○都道府県・政令市においてはPFI事業のノウハウは、一部の団体を除き、蓄積されてきている状況。
〇一方、市区町村、特に人口20万人未満の市区町村におけるPFI事業の導入はこれからの課題。
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